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報酬の仕組みが、競争優位の源泉につながってくる。
例えば顧客接点を担うセールスドライバーの採用・
育成で重視するものは、海外でも日本と同様、ホスピ
タリティが重要な軸となっている。
　個人から個人へ荷物を送るという習慣がない海外
の国において、「宅急便」のビジネスは、無から有を
生むようなビジネスである。人々が裕福になってく
れば、互いにモノを送るということが習慣化し、それ
が便利だと感じれば、もっと使ってみようと思うよう
になるだろう。このような予測に基づいたグローバ
ル展開である。そういう意味では、「宅急便」はある種
の文化であり、ヤマト運輸の試みは、「文化そのもの
の輸出」になる。実現することが困難なことのように
思われるが、同社にとってこれらの困難は、日本で過
去に経験したものでもあった。そのため言葉や文化
の違いはあるものの、実現したいことやそのための
ステップは、組織知としてすでにもっている。

  ヤマト運輸のグローバル展開は、国内での強みや競
争優位性をそのままグローバルへ適応していく代表
例である。同様にコンビニエンスストアや製造現場
のものづくりも、日本国内の競争優位の源泉である

　国内での強みや競争優位性がそのままグローバル
で通用するのであれば、グローバル展開の難易度は
かなり低下する。例えば、富裕層を相手にするような
ブランド品や嗜好品であれば、地域ごとに商品をロー
カライズする必要もなく、全世界で同じ商品を同じ
コンセプトで売ることができる。そのため、「モノ」そ
のものに優位性をもつ企業は、グローバル展開は比
較的たやすいといえる。
　しかし、競争優位の源泉は、表層的な「モノ」だけ
ではない。卓越した商品を継続的に生み続けるR＆
Dの仕組みというケースもあれば、効率的であるが
高品質なモノを作り続ける能力という場合もある。
例えばヤマト運輸の場合、「宅急便」という「ビジネス
モデル」と、そのモデルを支える業務オペレーション、
組織・人材マネジメント、セールスドライバーの質、
企業理念、組織風土といった「組織能力」が、国内の
競争優位の源泉であり、その「ビジネスモデル」と「組
織能力」そのものを海外へ輸出している。
　同社のグローバル化の難しさは、誰が見ても分か
りやすい「モノ」でなく、「形のないサービス」を輸出
している点にある。それゆえ、人の採用、教育、評価・
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「組織能力」をグローバルに展開していった事例であ
る。しかしながら、新興国企業の台頭による競争の激
化や、新興国・BOP＊市場の変化に対応するためには、
これまで国内で通用してきた強みを輸出するだけで
は乗り越えられなくなってきた。換言すれば、「商品」
や「組織能力」だけでは戦えなくなってきたのだ。
　ましてや、圧倒的多数の企業が、国内での強みや
競争優位性をそのままグローバルで展開できないか、
強みや競争優位の源泉を必ずしも明確にできないで
いる。このような企業でも、「国内市場の縮小」という
環境のなか、グローバル化を図る必要があるのが現
状だ。また、買収というオプションによってグローバ
ルでの成長を図っている企業も少なくない。
　その際にキーになるのが、「グローバル経営人材」
である。楠木氏が言うところの「商売センス」をもっ
た「経営人材」であり、白木氏が言うところの「新興
国向け人材」である。
　伊藤忠商事の金光氏は、合弁会社であったものの、
会社の形をなしていないところへ単身で乗り込み、
収益化を実現していった。コニカミノルタIJの大野
氏の事例は、新興国での市場開拓において、技術的
なアドバンテッジはあったものの、商習慣が異なる
地域での人脈を駆使した展開、市場に合わせた商品
開発などを行い、その結果、大きな成果へつなげて
いった。パナソニックの清水氏の場合は、海外子会
社の再建である。それまでの歴史があるだけに、ある
意味、創業よりも困難が伴う仕事であった。
　いずれのケースも「商売センス」がある「経営人材」
の成功事例である。会社がそもそももっていた「組織
能力」や会社の強み・競争優位性ではなく、「人」その
ものに依存した事例である。そのようなグローバル
経営人材をどれだけ育てていくかということが、競
争優位につながっていくのである。

　従来の競争優位性が必ずしも通用しなくなってい

くなか、これからはものづくりに代表されるような日
本型「組織能力構築」の競争だけではなく、「グローバ
ル経営人材」をどれだけ育成していくことができるか
という「人材開発能力」の競争になってくるといえる。
　そのためにはまず採用だ。金光氏のように、「海外
でビジネスを立ち上げてみたい」という意欲がある人
材を採用する必要がある。白木氏が言うように、自分
で自分のミッションを決め、それに邁進する資質が
あるかどうか見極める必要がある。そのような人材
が日本で少ないのであれば、採用プールをグローバ
ルに広げて考える必要がある。
　次に育成の機会、仕組み、風土である。優秀な人が
入社しているにもかかわらず、そのポテンシャルを
生かし切れない企業は多い。「グローバル経営人材」
の育成は、OffJTよりもグローバルでの修羅場経
験が果たす役割が大きい。清水氏は米国での経験が
マレーシアの成功の土台になっており、大野氏はド
イツでの経験が中国市場を開拓するうえでの哲学に
なっている。修羅場は、国内でもデザインできる。楠
木氏は、組織サイズを小さくし、若い人に多くの事業
そのものを任せる機会を増やす仕組みを提案してい
る。
　そしてそのような修羅場経験は、単なる経験とし
て眠らせていてはいけない。そこから何を学んだの
かを内省し、自分の言葉で自分の哲学にしていくこ
とが、次の成果につながる。また、修羅場経験を乗り
越えるにはコーチやメンターなどのサポートが必要
である。豊富な人材プールがあればいいが、希少な次
世代リーダー候補を生かすために、修羅場経験の最
中に潰さない工夫が必要である。
　まとめると、修羅場のデザイン、修羅場中のサポー
ト、修羅場後の内省が、「グローバル経営人材」を育
成するうえで必要なことであり、その人材が新しい
ビジネスを作っていく。さらに、そのような人材をど
れだけ育成することができるか、換言すれば、「人材
開発能力」が、激変するグローバル競争を決めていく
時代になってきたといえるだろう。
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＊「Base of the Pyramid」の略。世界の所得別人口構成のなかで、最も収入が低い 
　所得層を指す言葉で、約40億人がここに該当するといわれる。
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